（Ｈ24年3月）

· 東日本大震災を契機として、再びテレワークに注目が集まっています。
国土交通省の「平成23年度テレワーク人口実態調査」によりますと、2011年のテレワーカー（1週間に8時間以上、会社以外でＩＴを利用できる環境において仕事を行う人）の日本の就業者人口に対する割合は、19.7％に達し、ほぼ5人に1人の割合になったと発表されました。こうした背景には、昨年の東日本大震災の影響で、企業に求められた15％の節電対策が大きくかかわったものとみられています。
今回は図らずも震災が契機となってテレワークが拡大しましたが、テレワークには以下の大きく７つの効果が期待されています。
1 事業継続性（ＢＣＰ）の確保
通常時からＩＴネットワーク環境を整えておくことで、非常時でも早期に中核となる事業を復旧させることができる
2 環境負荷の軽減
通勤回数が減り、また、オフィスがコンパクトになることで消費電力やCO2排出量が削減される
3 生産性の向上
自分の都合の良い時間に、計画的に集中して作業を実施することで効率を上げることができる
4 ワーク・ライフ・バランスの実現
削減された通勤時間を、家族との時間や自己啓発の時間に振り向けることができる
5 優秀な社員の確保
育児や介護による離職を予防し、働きやすい環境を整えることで会社への帰属意識を高めることができる
6 オフィスコストの削減
オフィスをコンパクトにすることで賃料や電気料金の削減、また、通勤費の削減などが図られる
7 雇用創出と労働力の創造

退職した高齢者や遠方居住者、通勤が困難な障害者等の就職弱者の新規雇用が図られる

先日、あるテレビ番組で、育児と父親の介護を同時に担っている社員が、テレワークに理解のある会社へ転職することで、見事に仕事と育児と介護をこなしている映像を見る機会がありました。その番組の中で「今、育児も介護も関係ない人でも、将来やっぱり何らかの形で必要になってくる」という本人の言葉がとても深く印象に残りました。
核家族化が進み、夫婦共働きが当たり前になった時代での育児、世界に類を見ないスピードで進む高齢化によって必然的にもたらされる介護。私たちは、将来的に多かれ少なかれ、このような生活環境で働かざるを得なくなるでしょう。それを見越して、企業の側もテレワークが抱える様々な問題やデメリットを乗り越えてでも、多様性のある柔軟な働き方の選択肢を従業員に提供する必要性があるのではないかと強く感じました。　（工藤克己）
